
















































































































































































































































































　例えば1980年代に日本で取り組まれた一村一品運動が、OVOP（One Village One 
Product Movement）と し て 発 展 途 上 国 に 導 入 さ れ て き た。 タ イ で はOTOP（One 
Tambon One Product、Tambonとは村の意味）として知られている。OVOPが成功し
ているかどうかは別にして、ASEAN諸国では、タイだけでなく、マレーシア、インドネ
シア、フィリピン、ラオス、カンボジアなどでも取り組まれてきた。またベトナムでは
OVOPとは言わないものの、工芸村（Craft Village）が知られている。これも形を変えた
一村一品運動である。いずれも農村工業化の手段であって、農民の所得向上の手段として
導入されている。OVOPが成功すれば、その中から地域を代表する産業が生まれてくる
可能性もあるだろう。国内産業の内発的発展の可能性を探る研究が行われる必要があると
思われる。
　評者が内発的発展の可能性を示唆するのは、日本における中小企業研究の経緯とも関係
している。日本では1960年代の全国一律の中小企業近代化政策が頭打ちになった後に、地
域主義の主張が現われ、地場産業、産地産業、地域産業の研究が盛んになった。1990年代
107前田啓一・塩路　洋・上田曜子編著『ASEANにおける日系企業のダイナミズム』
には金属・機械産業を対象とした地域産業集積の研究が勃興して、現在にいたっている。
地域主義は内発的発展の可能性とも関連しているのである。途上国においても、内発的発
展の可能性とともに、地場産業研究の可能性を探る研究が必要ではないかと思われる。
　以上、思いつくままに述べてきたが、ASEAN諸国を対象にして、日系企業の事業展開
に焦点をあてて、多面的に研究した本書は貴重である。ASEAN諸国を代表する国々の産
業事情と、そこにおける2000年代の日系企業の事業活動を知るためには、本書は有益であ
る。ASEAN諸国における日系企業の海外投資活動の実態、あるいはASEAN諸国の産業
政策や産業の現状を研究したいと思う人たちに、ひろく読んでいただきたい著書である。
（晃洋書房、2020年10月、252ページ）
